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気候変動対策

緩和
温室効果ガスの排出を抑制する

適応
被害を回避・軽減する

温室効果ガスの増加

化石燃料使用による
二酸化炭素の排出など

気候変動

気温上昇
（地球温暖化）

降雨パターンの変化
海面上昇など

気候変動の影響

生活、社会、経済
自然環境への影響

【北海道地球温暖化対策推進計画(第3次)】
（R3.3改定）
○低炭素型ライフスタイル・ビジネススタイル

への転換
○地域の特性を活かした環境にやさしいエネル

ギーの導入等
○二酸化炭素吸収源としての森林の整備・保全

等の推進

【北海道気候変動適応計画】(R2.3策定)
○適応の取組に関する基本方向

・本道の強みを活かす適応の取組推進
・情報や知見の収集と適応策の検討
・道民や事業者等の理解の促進
・推進体制の充実・強化
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温室効果ガスの排出状況等 （１）
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 2017(H29)年度の本道の温室効果ガス排出量は 7,289万t-CO2（速報値）
基準年（2013(H25)年度）と比べ約0.8％減少、前年度（2016(H28)年度）
と比べ3.8％増加

推進計画における2030年度の削減目標は、基準年の排出量（7,345万t-
CO2）から35％削減（2,551万t-CO2削減）
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（速報値）



温室効果ガスの排出状況等 （２）

区 分 北 海 道 全 国

温室効果ガス排出量 ７，２８９ 万t-CO2 １２９，２００ 万t-CO2

一人当たり １３．７ t-CO2／人 １０．２ t-CO2／人

部門別の二酸化炭素排出量では、全国と比べ、民生（家庭）部門及び運輸部門
の割合が高く、民生（業務）部門の割合が低い

一人当たりの温室効果ガス排出量は全国に比べ約1.3倍
積雪寒冷により冬季の灯油等の使用量が多いことや、広域分散型で自動車への
依存度が高いという地域特性

3※2017年度温室効果ガス排出量速報値
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○2010.5 計画策定
○削減目標(2014.12改訂)

2020年度▲７％削減
(1990年度比）
※吸収源対策を含まず

北海道地球温暖化
対策推進計画(第2次)

低炭素型ライフス
タイル・ビジネス
スタイルへの転換

二酸化炭素吸収源
としての森林の整

備・保全

地域特性を活かし
た環境に優しいエ
ネルギーの導入

低炭素化への取組 脱炭素化への取組
２０１１ ２０２０ ２０３０ ２０５０

国内外の動向

道の実質ゼロ表明庁内関連計画
○ 環境基本計画
○ 省エネ・新エネ促進行動計画
○ 森林吸収源対策推進計画

など

○ 地球温暖化計画 2030年度 ▲２６％（2103年度比）
○ ⾧期成⾧戦略 2050年度 ▲８０％ （2013年度比）
○ パリ協定 地球温暖化を1.5℃に抑える努力を追求する。

（IPCC特別報告書 2050年までに実質ゼロとする必要がある。）
など

【北海道地球温暖化対策推進計画（第３次）】

○ 全ての施策に脱炭素の観点
○ 人口減少を考慮した取組
○ 環境・経済・社会の統合的向上

など

北海道地球温暖化対策推進計画について
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【庁内横断組織】
気候変動対策推進本部

【幅広い関係者との協議の場】
ゼロカーボン北海道推進協議会



２ 本道の再エネ導入ポテンシャル

“ゼロカーボン北海道” の実現に向けた取組（１）

１ 北海道の特性

積雪寒冷な気候 暖房用の灯油使用量増

広域分散型の社会 移動に伴うガソリンの使用量増

Zero Carbon Hokkaido

北海道におけるカーボンニュートラルの実現には、こうした背景を踏まえた効果的な取組が必要

※分布は、近年の再生可能エネルギー活用の取組等を参考にプロット。
※「再生可能エネルギー情報提供システム（REPOS)（1.0版）2020年12月修正版」（環境省）による

発電設備容量は７年で２倍以上（H24→H30）

洋上風力、大規模バイオマス発電所の計画が進行中

興部北興バイオマスプラント（興部町）

太陽光発電
導入ポテンシャル

全国１位

中小水力発電
導入ポテンシャル

全国１位

風力発電
導入ポテンシャル

全国１位

バイオマス産業都市の数
（36市町村）

全国１位

地熱発電
導入ポテンシャル

全国３位

系統制約が顕在化系統制約が顕在化
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３ 本道の特性を活かしたカーボンニュートラルへの挑戦

“ゼロカーボン北海道” の実現に向けた取組（２） Zero Carbon Hokkaido

モーダル
シフト

水素自動車
・電気自動車
への転換

モデル地域掘り起こし

現状・課題の可視化

レジリエンス
強化

健康で快適な
暮らし

４ 本道の特性を活かしたカーボンニュートラルへの貢献

積雪寒冷な気候

広域分散型の社会

再エネポテンシャルは全国有数 北海道からイノベーションの創出

再エネ水素製造再エネ水素製造

寒冷地仕様の電動車寒冷地仕様の電動車 自動運転自動運転

大型の水素車両大型の水素車両

再エネの導入拡大に向け、地域の新たな取組の掘り起こしや導入までの総合的支援

脱炭素型ﾗｲﾌｽﾀｲﾙ・ﾋﾞｼﾞﾈｽｽﾀｲﾙへの転換に向け、行動変容（ナッジの活用）を促す

省エネ性能の高い北方型住宅の一層の普及

モデル構築

政策資源の集中投入

脱炭素モデルの創出・普及

水平展開

ゼロカーボン地域の全道への展開

街の
コンパクト化

ゼロ
エネルギー
ハウス

エネルギーの
地産地消
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理解・取組の促進
（熱中症予防や防災情報の確認など）

気候リスク管理
適応ビジネス展開事業者道民

環境財団

①情報提供等
②技術的助言

適応センター

道総研

北海道

科学的知見

連携
道内大学

国立環境研究所
(気候変動適応センター)

研究機関
（民間含む）

啓発協力

地域の適応の取組を推進
（影響の回避・軽減）

技術的助言・援助（法第11条）

（オブザーバー等）

北 海 道 気 候 変 動 適 応 セ ン タ ー の 運 営 令和３年４月１日開設

気候変動適応法(H30.12)第13条に基づく「地域気候変動適応センター」（適応の情報収集・提供等の拠点）

環境省北海道
地方環境事務所

事務局
（気候変動対策課）

【庁内体制】
北海道気候変動対策推進本部
（適応推進ＰＴ・ＷＧ）

（気候変動適応推進会議）

技術的助言の実施
・地域計画策定や適応の推進のための技術的助言。
・事業者や地域住民の適応に関する相談への対応。

（今後、連携強化）

市町村 地域の状況に応じて適応の
取組を総合的・計画的に推進

○北海道気候変動適応計画（R2.3）
道の施策に適応の視点を組込み、
各分野における適応策を展開
※重点４分野（産業・自然環境・

自然災害・生活健康）

（研究・技術的助
言）

（普及啓発・情報発信）

情報の収集、整理、分析及び提供
・地域の気候変動影響・適応の科学的知見の整理
・地域の適応の優良事例の収集
・地域の気候変動影響に関する予測・評価や情報発
信
・情報及び整理・分析結果等の国環研との共有

＜センター機能①＞ ＜センター機能②＞

ニーズ

気象台

（Hokkaido Local Climate Change Adaptation 
Center）
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